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ϛφーを։࠵いたしました。

当ηϛφーでは、対৅者別に、それͧれ以下の߲໨についてৄしくղઆしました。

対面でのݚम会։࠵が難しいなか、ࠓճは ;PPN にて։࠵いたしましたが、��� 名というଟくのօ༷
に͝ࢀՃいただ͖ました。੣にありがとう͟͝いました。

また、ސ໰ઌ༷ݶ定でηϛφーಈըの :PV5VCF ഑৴も行っております。
શての事ۀ者༷にӨڹのある「インϘイス੍౓」について、
Ұ౓͝ࢹௌいただけますと޾いです。

後も०な৘ใをΘかりやすくお఻えするたࠓ
め、ฐ社एख৬һがத৺となり、޻෉をこらした
Ճくࢀしてい͖ますので、ੋඇ͝࠵म会を։ݚ
ださい。

セミナー報告

免税事業者向け

課税事業者向け
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ίϩφのӨڹで、ࡢ೥からおܰؾにडߨいただける΢ΣϏφーを૿やしております。
༧定はฐ社࠵後の։ࠓ )1 にࡌܝしておりますので、ੋඇ͝ཡください。
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�部ɹ੫ཧ࢜ۀࣄࡖ

ఱ୩ ᠳ

は͡Ίに
の新しい社会の開ޙと「コロナ「成長と分഑の好॥؀」、છ঱へのରԠにສ全を期しつつײコロナウィルスܕ田内ֳは、新؛

୓」をコンセプトに、新しいࢿ本ओٛの実現に取り組Ήこととしています。この「成長と分഑の好॥؀」と「コロナޙの新しい社会
の開୓」を࣠として、ྩ ࿨�年度税੍վਖ਼大ߝ	ҎԼ、「本վਖ਼」
が公表されています。
「成長と分഑の好॥؀」については、長期的なࢹ఺に立って一人ͻとりへのੵۃ的な௞্げをଅす税੍や、企業が生み出す

付ՃՁ஋向্を目的としたΦープンイϊϕーション税੍により、実現をਤります。また、「コロナޙの新しい社会の開୓」につい
ては、౦ژ一ۃ集中をੋਖ਼する؍఺から地方ڌ఺ڧԽ税੍を֦ॆするなどのରԠがとられています。

す΂てのվਖ਼内容をご紹介することはできませんが、ओだったվਖ਼఺をご紹介கします。

̍ɽॴಘ੫
	̍ 
ॅ୐ローン߇আ౳の見௚し

近年の௿金རをഎܠに、ॅ ୐ローン߇আの金ֹが実ࡍの支෷རଉֹを্回る「ར͟や」が生じていました。この「ར͟や」を
ղফするために、ద用期ݶを�年Ԇ長したうえで、Լ記のા置が講じられます。
ᶃ߇আ཰見௚し
　ॅ୐ローン߇আの߇আֹ計ࢉに用いる߇আ཰が現行の1�から0���に引きԼげられます。
ᶄआ入ݶ度ֹの見௚し
　ॅ୐ローン߇আの計ࢉに用いるआ入ݶ度ֹが、取得するՈ԰のछྨによってࡉ分Խされます。

２ɽ๏ਓ੫
	1
人ࡐ確保౳税੍の見௚し̡ 大企業向けʳ

現行੍度はh 新ޏن用 にɦ着目したものでしたが、վਖ਼ޙはh 継続ޏ用者 へɦのڅ与引্げをٻめられます。৆与による௞
্げは൑定のର象外とニュースになりましたが、最ऴ的には৆与もؚめて൑定することになりました。

	2
 所得֦大ଅਐ税੍の見௚し̡ 中小企業向けʳ
ैདྷの所得֦大ଅਐ税੍を֦ॆすることで、௞্げをଅし、さらに教育܇࿅අを૿Ճさせた৔合に、最大で௞্げ金ֹの
�0ˋを法人税から߇আすることが出དྷるようになります。

	3
গֹのݮՁঈ࢈ࢿ٫౳のଛ金ࢉ入੍度の見௚し
近年においてυローンઅ税や଍৔レンタルઅ税などにより、納税ֹをѹ縮する手法がԣ行していました。۩体的な手法
は、期຤近くにυローンや଍৔などのগֹ࢈ࢿをߪ入し、そのままିし出すことで、୨Է࢈ࢿとしての計্を回ආし、ଛ金
を計্するというものです。本վਖ਼により、ି し出しの用に供するために取得した࢈ࢿについては、一時のଛ金のֹとする
ことはできず、ݮՁঈ࢈ࢿ٫として計্するඞཁがあります。

令࿨�೥౓
੫੍վਖ਼େߝ

特集

ͨͩ͠ɺ߇আ੫ֹ͸๏ਓ੫ͷ ͱͳΓ·͢ɻݶ্͕ˋ��

ͨͩ͠ɺ߇আ੫ֹ͸๏ਓ੫ͷ ͱͳΓ·͢ɻݶ্͕ˋ��

ॅ୐ϩーϯ߇আ౳のݟ௚し

ਓ֬ࡐอ౳੫੍のݟ௚し

গֹのݮՁঈ࢈ࢿ٫౳のଛۚࢉ入੍౓のݟ௚し

ॴಘ֦େଅਐ੫੍のݟ௚し
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�� ফඅ੫
	̍ 
໔税事業者へのফඅ税相当ֹの支෷い

վਖ਼内容ではありませんが、税੍大ߝでԼ記のような文言が記載されていました。
「੍度Ҡ行にともなって໔税事業者である小ن໛事業者がෆ当な取ѻいを受けないよう、໔税事業者౳との
取引に関するಠ઎ࢭې法、Լ੥法、ݐઃ業法における取ѻい౳を໌確Խしてप知するとともに、それらの法
ྩにͮجいて、相談૭ޱでのରԠや、Լ੥̜メンや書面ௐࠪによる状گ೺Ѳを௨じてద切にରॲする。」
ద格੥ٻ書౳保存方式では、໔税事業者へ支෷うফඅ税については仕入税ֹ߇আを行うことが出དྷませ
ん。この৔合に、໔税事業者へফඅ税の支෷いをڋ൱することが出དྷるのか஫目されていました。現時఺で
は、ফඅ税の支෷いڋ൱が問୊となるかはෆ໌ですが、これから໌らかになっていくと思われます。

�� ͦのଞ
	1
ి子取引の取引情報に܎る༒঄ن定

2022年1月よりి子データで受け取った੥ٻ書౳の国税関܎書ྨについて、紙での保存がೝめられなくなる
༧定でした。しかし、これにରԠする社内システムのߏஙに時間がないことやରԠをආけるために੥ٻ書を
紙でやりとりする౳、時代にٯ行するಈきが見え始めていたことよりి子保存のٛ務Խについて2年間の༒
঄ા置がઃけられることになりました。次のいずれにも֘当する৔合に、2年間の༒঄ن定がద用されます。

ᶃ保存ཁ݅にैって保存できないことに「やΉを得ない事情」があることがೝめられる。
ᶄ出力書面の提ࣔຢは提出のٻめにԠじることが出དྷる。

「やΉを得ない事情」については、「システム੔උの༧ࢉが確保できなかった」、「ଞ業務との兼ね合いでシス
テム੔උに時間がかかり間に合わなかった」など、その企業の状گにおいてରԠがࠔ難であったというので
あれば、ج本的には「やΉを得ない事情」があるとして༒঄ા置のద用ର象となります。
なお、この༒঄ن定をద用する৔合に事前に税務ॺ長౳に書ྨ౳を提出するඞཁはありません。税務ௐࠪ
のࡍにి࣓的記࿥を保存できなかった「やΉを得
ない事情」をઆ໌することになります。

͓ΘΓに
ページ਺の౎合でׂѪしましたが、ଞにも「্৔ג式౳

に܎る഑当所得౳の՝税の特ྫ」や「大法人にରする法
人事業税所得ׂの税཰見௚し」、「完全子法人ג式౳の
഑当に܎るݯઘ徴ऩの見௚し」などがあります。ごڵຯが
ご͟いましたら、ゆびすい)1にて「税੍վਖ਼଎報」を公
開しておりますので、ごཡいただければ޾いです。

ྩ࿨４年1月1日からి子ா฽保存法がվਖ਼されました。今回はその中でも全ての方にӨڹのあるվਖ਼߲目、「ి子
取引」で受け取った੥ٻ書౳を紙で保存する代ସા置のഇࢭについてごઆ໌したいと思います。

˙ి子औҾとは？
஫文書や੥ٻ書・ܖ໿書・ྖ ऩ書౳に記載される取引情報をి࣓的方式により受け取ることをいいます。
ྫえば、੥ٻ書やྖऩ書の̥̙ を̛メールで受け取る৔合や、8&#্のページからμウンローυする方法、&%I取引

により受け取る方法が֘当します。਎近な取引でも知らず知らずのうちにి子取引に֘当しているものがあるかも
しれません。

˙վਖ਼಺༰
վਖ਼前は、ి 子取引で受け取った੥ٻ書やྖऩ書などはݪଇデータで保存をすることとされ、代ସા置として印࡮

をして書面での保存もೝめられていました。しかし、վਖ਼ޙは代ସા置としてೝめられていた書面での保存੍度がഇ
ి、されࢭ 子ா฽保存法で定められた一定のルールにैって、データのまま保存することがඞਢとなります。

˙今後のରԠ
ྩ࿨４年̍ 月̍ 日Ҏޙに行うి子取引のデータ保存には、ҎԼのいずれかのા置を行うことがٻめられています。
ᶃ  タイムスタンプが付されたޙの取引情報のत受（発行者が付与）
ᶄ  取引情報のत受ޙ遅଺なくタイムスタンプを付す（受ྖ者が付与）
ᶅ  గਖ਼࡟আを行った৔合にその記࿥が残るシステムຢはగਖ਼࡟আができないシステムのར用
ᶆ  గਖ਼࡟আの๷ࢭに関する事務ॲ理نఔのඋ付け

タイムスタンプが浸透していない現状では、ᶃ及びᶄのରԠは難しいと૝定されます。また、ᶅについては、新たな
システムのಋ入をݕ౼するඞཁがあるため、ᶆの方法が一番取り組みやすい方法になります。

また、্ 記にՃえి子データを保存するࡍには「取引年月日」「取引金ֹ」「取引先」でࡧݕՄೳな形式で保存する
こともٻめられています。

˙༒঄ાஔ
社内システムߏஙが間に合わないことやରԠをආけるために੥

行するಈきが見え始めてٯ書౳を書面でやりとりする౳、時代にٻ
いたことにより、ྩ ࿨４年度税੍վਖ਼大ߝにおいて、２年間の༒঄
ા置をઃけることがࣔされました。これにより、ᶃཁ݅にैって保
存できない「やΉを得ない事情」がありᶄ税務ௐࠪのࡍに出力書
面の提ࣔຢは提出にԠじることができる৔合には、税務ॺへの事
前ਃ੥ෆཁで出力書面での保存もೝめられることとなりました。

ただし、ྩ ࿨6年1月1日Ҏ߱のి子取引については、্ 記ા置の
ద用がありません。したがって、引き続き保存ཁ݅をຬたす形式で
のデータ保存の४උをਐめていくことをおすすめします。

令࿨�೥౓੫੍վਖ਼େߝ特集

ܓ 部ɹ੫ཧ࢜ɹੴాۀࣄࡖ

ి子ா฽อଘ๏のվਖ਼にͭいͯ
ʙి子औҾͰडけऔった੥ٻॻのอଘํ๏͕มΘΓましたʙ
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なお、この༒঄ن定をద用する৔合に事前に税務ॺ長౳に書ྨ౳を提出するඞཁはありません。税務ௐࠪ
のࡍにి࣓的記࿥を保存できなかった「やΉを得
ない事情」をઆ໌することになります。

͓ΘΓに
ページ਺の౎合でׂѪしましたが、ଞにも「্৔ג式౳

に܎る഑当所得౳の՝税の特ྫ」や「大法人にରする法
人事業税所得ׂの税཰見௚し」、「完全子法人ג式౳の
഑当に܎るݯઘ徴ऩの見௚し」などがあります。ごڵຯが
ご͟いましたら、ゆびすい)1にて「税੍վਖ਼଎報」を公
開しておりますので、ごཡいただければ޾いです。

ྩ࿨４年1月1日からి子ா฽保存法がվਖ਼されました。今回はその中でも全ての方にӨڹのあるվਖ਼߲目、「ి子
取引」で受け取った੥ٻ書౳を紙で保存する代ସા置のഇࢭについてごઆ໌したいと思います。

˙ి子औҾとは？
஫文書や੥ٻ書・ܖ໿書・ྖ ऩ書౳に記載される取引情報をి࣓的方式により受け取ることをいいます。
ྫえば、੥ٻ書やྖऩ書の̥̙ を̛メールで受け取る৔合や、8&#্のページからμウンローυする方法、&%I取引

により受け取る方法が֘当します。਎近な取引でも知らず知らずのうちにి子取引に֘当しているものがあるかも
しれません。

˙վਖ਼಺༰
վਖ਼前は、ి 子取引で受け取った੥ٻ書やྖऩ書などはݪଇデータで保存をすることとされ、代ସા置として印࡮

をして書面での保存もೝめられていました。しかし、վਖ਼ޙは代ସા置としてೝめられていた書面での保存੍度がഇ
ి、されࢭ 子ா฽保存法で定められた一定のルールにैって、データのまま保存することがඞਢとなります。

˙今後のରԠ
ྩ࿨４年̍ 月̍ 日Ҏޙに行うి子取引のデータ保存には、ҎԼのいずれかのા置を行うことがٻめられています。
ᶃ  タイムスタンプが付されたޙの取引情報のत受（発行者が付与）
ᶄ  取引情報のत受ޙ遅଺なくタイムスタンプを付す（受ྖ者が付与）
ᶅ  గਖ਼࡟আを行った৔合にその記࿥が残るシステムຢはగਖ਼࡟আができないシステムのར用
ᶆ  గਖ਼࡟আの๷ࢭに関する事務ॲ理نఔのඋ付け

タイムスタンプが浸透していない現状では、ᶃ及びᶄのରԠは難しいと૝定されます。また、ᶅについては、新たな
システムのಋ入をݕ౼するඞཁがあるため、ᶆの方法が一番取り組みやすい方法になります。

また、্ 記にՃえి子データを保存するࡍには「取引年月日」「取引金ֹ」「取引先」でࡧݕՄೳな形式で保存する
こともٻめられています。

˙༒঄ાஔ
社内システムߏஙが間に合わないことやରԠをආけるために੥

行するಈきが見え始めてٯ書౳を書面でやりとりする౳、時代にٻ
いたことにより、ྩ ࿨４年度税੍վਖ਼大ߝにおいて、２年間の༒঄
ા置をઃけることがࣔされました。これにより、ᶃཁ݅にैって保
存できない「やΉを得ない事情」がありᶄ税務ௐࠪのࡍに出力書
面の提ࣔຢは提出にԠじることができる৔合には、税務ॺへの事
前ਃ੥ෆཁで出力書面での保存もೝめられることとなりました。

ただし、ྩ ࿨6年1月1日Ҏ߱のి子取引については、্ 記ા置の
ద用がありません。したがって、引き続き保存ཁ݅をຬたす形式で
のデータ保存の४උをਐめていくことをおすすめします。

令࿨�೥౓੫੍վਖ਼େߝ特集

ܓ 部ɹ੫ཧ࢜ɹੴాۀࣄࡖ

ి子ா฽อଘ๏のվਖ਼にͭいͯ
ʙి子औҾͰडけऔった੥ٻॻのอଘํ๏͕มΘΓましたʙ
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T O
P I C S

は͡Ίに
ྩ࿨5年10月1日から「ద格੥ٻ書౳保存方式（いわゆる「インϘイス੍度）がಋ入されます。また、これに先立ってྩ࿨3年10

月1日には「ద格੥ٻ書発行事業者」のొ࿥ਃ੥の受付が開始されました。

インϘイス੍度ಋ入ޙは、੥ٻ書౳の記載ཁ݅や保存ཁ݅、そして仕入税ֹ߇আの計ࢉ方法などがこれまでと大きく変わり

ます。まずは੍度の֓ཁ、ಋ入前に४උす΂きことなどを੔理するために、インϘイス੍度のओཁ߲目について؆ܿにղઆい

たします。

̍ɽΠϯϘΠス੍౓とは？
　インϘイス੍度は、現行の۠分記載੥ٻ書に代え、ద格੥ٻ書౳（インϘイス）にͮجいて仕入税ֹ߇আを行う੍度です。

ద格੥ٻ書౳は、ద格੥ٻ書発行事業者のみが発行でき、買い手ଆはこのద格੥ٻ書౳の保存౳がなければ仕入税ֹ

ॻ౳のٻʯのొ࿥ਃ੥とཁ݅Λຬたしたద֨੥ऀۀࣄߦॻൃٻআがೝめられません。したがって、ചΓखଆͰはʮద֨੥߇

ަ・ߦൃ ෇・ࣸ しのอଘɺങいखଆͰはద֨੥ٻॻ౳のอଘ౳͕ඞཁとなΓます。

ただし、੍ 度開始6ޙ年間はద格੥ٻ書発行事業者Ҏ外の者からの仕入れについても一定ׂ合の仕入税ֹ߇আがೝめ

られます（経աા置）。

２ɽΠϯϘΠスಋ入લに४උす΂きこと
インϘイスಋ入までに४උす΂き事߲としては、ओに次の߲目が考えられます。

相続専門部

大元 誠児

˘ద֨੥ٻॻൃऀۀࣄߦのొ࿥ਃ੥（ചΓखଆ）
ద格੥ٻ書౳を発行するためには「ద格੥ٻ書発行事業者」のొ࿥ਃ੥をしなければなりません。このొ࿥ਃ੥は、ݪଇ

としてྩ࿨3年10月1日からྩ࿨5年3月31日までの期間内に行うඞཁがあります。

ただし、໔税事業者の৔合には、՝税事業者をબ୒した৔合でなければొ࿥ਃ੥を行うことができません。

˘ద֨੥ٻॻ౳の༷ࣜとަ෇ํ๏のܾఆ・֬ ೝ（ചΓखଆ・ങいखଆ）
ద格੥ٻ書発行事業者であるചり手は、発行する੥ٻ書に次の事߲をす΂て記載しなければなりません。Լઢの߲目͕

現行の۠分記載੥ٻ書の記載事߲に௥Ճされる߲目であり、ᶃ～ᶈが記載されたものがద格੥ٻ書に֘当します。なお、

ෆ特定ଟ਺の者にରしてൢച౳を行う小ച業、ҿ৯店業、タΫシー業౳に܎る取引については、ద格੥ٻ書に代えて、ᶈを

লུ౳したద格؆қ੥ٻ書をަ付することができます（様式লུ）。

˘໔੫ऀۀࣄとのऔҾのݕ౼（ങいखଆ・ചΓखଆ）
買い手においては、インϘイスಋ入ޙ、໔税事業者との取引についてফඅ税のෛ担が生じます。したがって、ケースによっ

ては経営্の൑அとしてその取引をผのద格੥ٻ書発行事業者でิ完することもあるでしょう。しかし、いずれにしてもこの

߲目をݕ౼するためには、現状において໔税事業者との取引がどのくらいあるのか、今ޙの取引をどうするのか、໔税事業

者である取引先に今ޙの༧定を確ೝしつつ現時఺から՝୊をચい出しておくことが先決です。

一方で、ചり手である໔税事業者においても、今ޙ取引がআ外されてしまうՄೳ性を౿まえつつ、໔税事業者のままとす

るのか、ద格੥ٻ書発行事業者となるために՝税事業者をબ୒してݪଇ՝税・؆қ՝税によりফඅ税を納めていくことにす

るのか、現時఺からインϘイスಋ入ޙのରԠをݕ౼しておくことが重ཁです。

͓ΘΓに
インϘイス੍度のಋ入にあたっては、経理などの現৔レϕルでରԠす΂き事߲や経営者がݕ౼す΂き՝୊がଟく、ૣ 期

のӡ用方法の੔理がٻめられます。今回はओཁなݕ౼߲目について取りあげましたが、ผ్セϛナーಈ画においてもৄࡉ

な内容をղઆしています。

これらの情報が皆さまのもとに届き、経営の一助となれば޾いです。

ΠϯϘΠス੍౓ొ࿥։ ʂ࢝ಋ入લに४උす΂きことは？

ΠϯϘΠスಋ入લの४උ߲ࣄ

ചり手ଆ

買い手ଆ

ᶃ
ᶄ
ᶅ
ᶆ
ᶇ
ᶃ
ᶄ
ᶅ
ᶆ
ᶇ

ద格੥ٻ書発行事業者のొ࿥ਃ੥（໔税事業者はインϘイスಋ入ޙのରԠもݕ౼）
ద格੥ٻ書౳の様式とަ付方法の決定
レジや経理・受஫システムなどのվम
取引先にొ࿥番号とద格੥ٻ書౳のަ付方法を連བྷ
社員へのインϘイスݚमの実施
ద格੥ٻ書౳の保存方法の決定
経理・発஫システムなどのվम
取引先に事業者ొ࿥の༗ແ、ద格੥ٻ書౳の様式と受ྖ方法を確ೝ
໔税事業者との取引のݕ౼
社員へのインϘイスݚमの実施

ద֨੥ٻॻの߲ࣄࡌه ੥ٻॻの༷ࣜྫ

ᶃ

ᶄ

ᶅ

ᶆ

ᶇ

ᶈ

ద格੥ٻ書発行事業者の氏名ຢは名শ及びొ࿥൪߸

取引年月日

取引内容（ܰݮର象՝税࢈ࢿのৡ౉౳である৔合には、そのࢫ）

税཰ごとに۠分して合計したରՁの （ֹ税抜ຢは税ࠐ）及びద༻੫཰

੫཰͝とに۠෼したফඅ੫ֹ౳

書ྨのަ付を受ける事業者の氏名ຢは名শ

II

令࿨�೥ �೥ؒ �೥ؒ

আෆՄ߇

����
令࿨�೥

����
令࿨��೥

����

��ˋ ��ˋ �ˋ

ʬങいखଆͰのফඅ੫ࢉܭʭ

ʹ 㽎ফඅ੫のೲ෇੫ֹ ՝੫ച্͛に
るফඅ੫ֹ܎

՝੫՝੫࢓入れ౳に
るফඅ੫ֹ܎

আ（վਖ਼）߇入੫ֹ࢓

˞記載事߲をຬたせば、その名শを問わず、また、相ޓに関連するෳ਺の書ྨ全体でもᶃのద格੥ٻ書に֘当
（出య：国税ிパンフレットྩ࿨ 3 年 � 月）
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T O
P I C S

は͡Ίに
ྩ࿨5年10月1日から「ద格੥ٻ書౳保存方式（いわゆる「インϘイス੍度）がಋ入されます。また、これに先立ってྩ࿨3年10

月1日には「ద格੥ٻ書発行事業者」のొ࿥ਃ੥の受付が開始されました。

インϘイス੍度ಋ入ޙは、੥ٻ書౳の記載ཁ݅や保存ཁ݅、そして仕入税ֹ߇আの計ࢉ方法などがこれまでと大きく変わり

ます。まずは੍度の֓ཁ、ಋ入前に४උす΂きことなどを੔理するために、インϘイス੍度のओཁ߲目について؆ܿにղઆい

たします。

̍ɽΠϯϘΠス੍౓とは？
　インϘイス੍度は、現行の۠分記載੥ٻ書に代え、ద格੥ٻ書౳（インϘイス）にͮجいて仕入税ֹ߇আを行う੍度です。

ద格੥ٻ書౳は、ద格੥ٻ書発行事業者のみが発行でき、買い手ଆはこのద格੥ٻ書౳の保存౳がなければ仕入税ֹ

ॻ౳のٻʯのొ࿥ਃ੥とཁ݅Λຬたしたద֨੥ऀۀࣄߦॻൃٻআがೝめられません。したがって、ചΓखଆͰはʮద֨੥߇

ަ・ߦൃ ෇・ࣸ しのอଘɺങいखଆͰはద֨੥ٻॻ౳のอଘ౳͕ඞཁとなΓます。

ただし、੍ 度開始6ޙ年間はద格੥ٻ書発行事業者Ҏ外の者からの仕入れについても一定ׂ合の仕入税ֹ߇আがೝめ

られます（経աા置）。

２ɽΠϯϘΠスಋ入લに४උす΂きこと
インϘイスಋ入までに४උす΂き事߲としては、ओに次の߲目が考えられます。

相続専門部

大元 誠児

˘ద֨੥ٻॻൃऀۀࣄߦのొ࿥ਃ੥（ചΓखଆ）
ద格੥ٻ書౳を発行するためには「ద格੥ٻ書発行事業者」のొ࿥ਃ੥をしなければなりません。このొ࿥ਃ੥は、ݪଇ

としてྩ࿨3年10月1日からྩ࿨5年3月31日までの期間内に行うඞཁがあります。

ただし、໔税事業者の৔合には、՝税事業者をબ୒した৔合でなければొ࿥ਃ੥を行うことができません。

˘ద֨੥ٻॻ౳の༷ࣜとަ෇ํ๏のܾఆ・֬ ೝ（ചΓखଆ・ങいखଆ）
ద格੥ٻ書発行事業者であるചり手は、発行する੥ٻ書に次の事߲をす΂て記載しなければなりません。Լઢの߲目͕

現行の۠分記載੥ٻ書の記載事߲に௥Ճされる߲目であり、ᶃ～ᶈが記載されたものがద格੥ٻ書に֘当します。なお、

ෆ特定ଟ਺の者にରしてൢച౳を行う小ച業、ҿ৯店業、タΫシー業౳に܎る取引については、ద格੥ٻ書に代えて、ᶈを

লུ౳したద格؆қ੥ٻ書をަ付することができます（様式লུ）。

˘໔੫ऀۀࣄとのऔҾのݕ౼（ങいखଆ・ചΓखଆ）
買い手においては、インϘイスಋ入ޙ、໔税事業者との取引についてফඅ税のෛ担が生じます。したがって、ケースによっ

ては経営্の൑அとしてその取引をผのద格੥ٻ書発行事業者でิ完することもあるでしょう。しかし、いずれにしてもこの

߲目をݕ౼するためには、現状において໔税事業者との取引がどのくらいあるのか、今ޙの取引をどうするのか、໔税事業

者である取引先に今ޙの༧定を確ೝしつつ現時఺から՝୊をચい出しておくことが先決です。

一方で、ചり手である໔税事業者においても、今ޙ取引がআ外されてしまうՄೳ性を౿まえつつ、໔税事業者のままとす

るのか、ద格੥ٻ書発行事業者となるために՝税事業者をબ୒してݪଇ՝税・؆қ՝税によりফඅ税を納めていくことにす

るのか、現時఺からインϘイスಋ入ޙのରԠをݕ౼しておくことが重ཁです。

͓ΘΓに
インϘイス੍度のಋ入にあたっては、経理などの現৔レϕルでରԠす΂き事߲や経営者がݕ౼す΂き՝୊がଟく、ૣ 期

のӡ用方法の੔理がٻめられます。今回はओཁなݕ౼߲目について取りあげましたが、ผ్セϛナーಈ画においてもৄࡉ

な内容をղઆしています。

これらの情報が皆さまのもとに届き、経営の一助となれば޾いです。

ΠϯϘΠス੍౓ొ࿥։ ʂ࢝ಋ入લに४උす΂きことは？

ΠϯϘΠスಋ入લの४උ߲ࣄ

ചり手ଆ

買い手ଆ

ᶃ
ᶄ
ᶅ
ᶆ
ᶇ
ᶃ
ᶄ
ᶅ
ᶆ
ᶇ

ద格੥ٻ書発行事業者のొ࿥ਃ੥（໔税事業者はインϘイスಋ入ޙのରԠもݕ౼）
ద格੥ٻ書౳の様式とަ付方法の決定
レジや経理・受஫システムなどのվम
取引先にొ࿥番号とద格੥ٻ書౳のަ付方法を連བྷ
社員へのインϘイスݚमの実施
ద格੥ٻ書౳の保存方法の決定
経理・発஫システムなどのվम
取引先に事業者ొ࿥の༗ແ、ద格੥ٻ書౳の様式と受ྖ方法を確ೝ
໔税事業者との取引のݕ౼
社員へのインϘイスݚमの実施

ద֨੥ٻॻの߲ࣄࡌه ੥ٻॻの༷ࣜྫ

ᶃ

ᶄ

ᶅ

ᶆ

ᶇ

ᶈ

ద格੥ٻ書発行事業者の氏名ຢは名শ及びొ࿥൪߸

取引年月日

取引内容（ܰݮର象՝税࢈ࢿのৡ౉౳である৔合には、そのࢫ）

税཰ごとに۠分して合計したରՁの （ֹ税抜ຢは税ࠐ）及びద༻੫཰

੫཰͝とに۠෼したফඅ੫ֹ౳

書ྨのަ付を受ける事業者の氏名ຢは名শ

II

令࿨�೥ �೥ؒ �೥ؒ

আෆՄ߇

����
令࿨�೥

����
令࿨��೥

����

��ˋ ��ˋ �ˋ

ʬങいखଆͰのফඅ੫ࢉܭʭ

ʹ 㽎ফඅ੫のೲ෇੫ֹ ՝੫ച্͛に
るফඅ੫ֹ܎

՝੫՝੫࢓入れ౳に
るফඅ੫ֹ܎

আ（վਖ਼）߇入੫ֹ࢓

˞記載事߲をຬたせば、その名শを問わず、また、相ޓに関連するෳ਺の書ྨ全体でもᶃのద格੥ٻ書に֘当
（出య：国税ிパンフレットྩ࿨ 3 年 � 月）
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૑߸ץ	4��೥� ༺ۀا݄・
とֶԂ༻に分かれていた


/P��（)元೥�݄ŋॳ୅౻
ాからླ໦にฤू੹೚者
ަ୅）

/P���	ฏ成�೥� ۀا݄・
༻とֶߍ༻を合ซ。දࢴと
ཪΧϥーに


/P���（������݄・૑ۀ
��प೥・ླ ໦からࠤ౻にฤ
ू੹೚者ަ୅）

/P���（������݄・B�か
らA�΁දࢴσβインもҰ
৽）
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創刊のきっかけ
石川：本日は、ゆびすいニュース

100号を迎えるということ
で、歴代の編集長にお集ま
りいただき、いろいろと当
時のお話をお伺いしたいと
思います。
まず、鈴木さん、ゆびすい
ニュースの創刊はどういっ
たきっかけで始まったのですか？

鈴木：1980年に創業者が亡くなり、ゆびすいグループを引き継いだ2
代目の佐久間氏が、社内外へのCI（Corporate Identity）の浸
透のため、1986年に社内報と社外報の発刊を発案されました。
ゆびすいニュースの創刊号で佐久間氏が書かれていますが、

「最新の情報・知識をお客様にお届けする事」を当時はコンセ
プトとしていました。

石川：創刊から鈴木さんが関わっていたのですか？
鈴木：いえ、当時は総務の藤田力男さん（1993年8月逝去）が編集長

をされていました。当時、私は大阪支店の会計をしており、ゆび
すいニュースと同時期に発刊された社内報の担当だったんで
す。藤田さんが、総務の仕事との両立が難しく、発刊が遅れが
ちでしたので、藤田さんからのたっての希望で、私にご指名が
ありました。1988年に大阪支店から向陵ビル（現本社）の総務
に転勤となり、総務の仕事と当時合格したばかりの社会保険労
務士の仕事と兼任しながら、社外報、社内報の両方を担当する
こととなりました。№８から編集長となり、表紙のレイアウトも一
新しました。

石川：当時から企業号と公益号がわかれていたのですね。
鈴木：そうですね。どちらも年3回の発行でしたので、今号が完成した

と思ったら、次号の企画が始まる、といった状態で、スケジュー
ル管理が非常に難しかったですね。

石川：そこで11号からは企業号と公益号を合併されたと。
鈴木：はい。ただ、合併すると、企業にも公益法人にも納得していただ

ける企画の折り合いをつけるのが非常に難しくなりました。
石川：やはり、そうですよね。それで、私も3年前から企業号と公益号

を再び分けました。

どんなことに苦労しましたか
鈴木：紙媒体ですので、企画から発行まで最短でも2ヶ月かかります。

最新の情報の提供といっても、発行される頃には古くなってしま
うことが悩みでした。

石川：そうですよね。今もその悩み
は同じですね。

鈴木：読者の皆様が、読んでいた
だける企画を考えるのは毎
回大変でした。自分では企
画力があるほうだとは思っ
ていませんでしたので、広
報委員のメンバーにずいぶ
ん助けられました。レイアウ
トを 工 夫 することが 好き
だったので、それは楽しかったですね。イラストや写真を切り貼
りしてましたね～。余白を大事にして読みやすい紙面作りを心
がけていました。

石川：切り貼りですか？
佐藤：懐かしいですね。今のようにパソコンで自由にレイアウトできな

い時代でしたから、レイアウト用紙に、文章を入れる箇所を指定
して、イラストや写真はコピーで縮尺を何度もかえて、剥がせる
糊を切り抜いたイラストの裏につけて、位置決めをしていまし
たね。私が鈴木さんから引き継いだときに、イラストを貼り付け
るために目打ちを買いなさいと言われました（笑）

石川：今よりかなり大変だったんですね～。

思い入れのある企画は？
鈴木：広報委員のメンバーの一人から、幼稚園の園舎を載せてはどう

かとの案が出たのがはじまりで、「現代学び舎考」という園舎紹
介をするコーナーを作りました。中央の見開き頁をカラーにし
て、そこに２園ずつ掲載させていただきました。

佐藤：その企画は、私が担当してからも掲載して欲しいという関与先
様が順番待ちをしてくださるほどの人気コーナーでした。私は
その園舎紹介のキャッチフレーズや写真のキャプションを考え
るのが好きでしたね。いいキャッチフレーズをつけると、もの凄
く喜んでくださったので、こちらもやりがいがありました。

鈴木：いろんな企業の経営者の方をインタビューする「関与先紹介」
や、特徴のある新商品の紹介の掲載などもしました。

佐藤：鈴木さんの企画で、その頃は珍しかった女性経営者の方を特集
した記事がとても印象的でした。

鈴木：インターネットがまだ普及してない時代でしたから、流行の音楽や
書籍の紹介などのコーナーもありました。映画の紹介もやりました
ね。著作権や肖像権などで今は掲載しにくくなりましたが…。

佐藤：私は「教育を考える」というコーナーで、幼稚園や保育園の先生
方に教育について書いていただくという企画に思い入れがあ
ります。ちょうど私も子育て中でしたので、日本各地の幼稚園、
保育園の先生方の教育論をお伺いできたことは貴重な経験で
した。

鈴木：地方の顧問先様から「うちのデータ入力をしてくれている担当
者はどんな人か知りたい」とのご意見を受け、全国の支店の社
員の顔写真を紹介する特集を組んだときは、非常に喜ばれまし
た。のちに佐藤さんも部門紹介で何度か社員の顔写真を掲載
してくれてましたよね。

佐藤：そうですね。最近では、石川さんが発案された「社長が行く」と
いう企画は、弊社の社長の人となりを顧問先様に知っていただ
ける良い企画だったと思います。

石川：今はコロナでこの企画ができないのが残念ですね。

鈴木：専門的な内容をできるだけ
わかりやすくお伝えしたい
ということから、税理士の社
員にQ&A形式や小咄を書
いてもらったり、漫画の得意
な社員にお願いして、わか
りやすい税金漫画（§25ま
で連載）を連載したりもしま
した。

佐藤：私も、一つのテーマで税理
士、社会保険労務士、司法
書士、行政書士の社員に座談会をしてもらったり、相続につい
て物語形式で執筆してもらったり、ITが得意な社員にはパソコ
ン活用講座やゆびすい会計システムの使い方講座などを連載
してもらいました。

石川：読者の皆様はもちろんのこと、専門執筆員や広報委員のメン
バーのおかげで、何とか100号まで辿り着けたということで
すね。

今後のゆびすいニュースに期待すること
鈴木：時代も変わっているので当初のコンセプトとはずれがでてきて

いるように思います。新しい情報だけならインターネットで取れ
る時代ですので、今の時代にあうコンセプトを確立して、せっか
くの紙媒体ですから、ビジュアル面でもアピールして「残して置
きたくなる誌面」を作って欲しいと思います。

佐藤：読者の皆様があってのゆびすいニュースですので、鈴木さんも
私も何度か読者アンケートを実施しました。読者の皆様の意見
を伺って、今の時代にあったゆびすいニュースを作っていただ
けたらと思います。

鈴木・佐藤：石川さん、期待してますよ。

２代目編集長：鈴木 淳子（中央）
現・ゆびすいグループ顧問
社労事業部の初代事業部長
取締役・常務を歴任
グループにおける女性活躍の草分け的存在

３代目編集長：佐藤富美子（右）
現・社長室　チーフ
コンサル事業部を経て、社長室へ
グループの採用・広報を一手に担う

現編集長：石川泰令（左）
現・コンサルティング事業部
広報委員長を４年前より兼任
ゆびすいニュース・ホームページの編集に携わる

歴代編集長に聞く
100号記念
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創刊のきっかけ
石川：本日は、ゆびすいニュース

100号を迎えるということ
で、歴代の編集長にお集ま
りいただき、いろいろと当
時のお話をお伺いしたいと
思います。
まず、鈴木さん、ゆびすい
ニュースの創刊はどういっ
たきっかけで始まったのですか？

鈴木：1980年に創業者が亡くなり、ゆびすいグループを引き継いだ2
代目の佐久間氏が、社内外へのCI（Corporate Identity）の浸
透のため、1986年に社内報と社外報の発刊を発案されました。
ゆびすいニュースの創刊号で佐久間氏が書かれていますが、

「最新の情報・知識をお客様にお届けする事」を当時はコンセ
プトとしていました。

石川：創刊から鈴木さんが関わっていたのですか？
鈴木：いえ、当時は総務の藤田力男さん（1993年8月逝去）が編集長

をされていました。当時、私は大阪支店の会計をしており、ゆび
すいニュースと同時期に発刊された社内報の担当だったんで
す。藤田さんが、総務の仕事との両立が難しく、発刊が遅れが
ちでしたので、藤田さんからのたっての希望で、私にご指名が
ありました。1988年に大阪支店から向陵ビル（現本社）の総務
に転勤となり、総務の仕事と当時合格したばかりの社会保険労
務士の仕事と兼任しながら、社外報、社内報の両方を担当する
こととなりました。№８から編集長となり、表紙のレイアウトも一
新しました。

石川：当時から企業号と公益号がわかれていたのですね。
鈴木：そうですね。どちらも年3回の発行でしたので、今号が完成した

と思ったら、次号の企画が始まる、といった状態で、スケジュー
ル管理が非常に難しかったですね。

石川：そこで11号からは企業号と公益号を合併されたと。
鈴木：はい。ただ、合併すると、企業にも公益法人にも納得していただ

ける企画の折り合いをつけるのが非常に難しくなりました。
石川：やはり、そうですよね。それで、私も3年前から企業号と公益号

を再び分けました。

どんなことに苦労しましたか
鈴木：紙媒体ですので、企画から発行まで最短でも2ヶ月かかります。

最新の情報の提供といっても、発行される頃には古くなってしま
うことが悩みでした。

石川：そうですよね。今もその悩み
は同じですね。

鈴木：読者の皆様が、読んでいた
だける企画を考えるのは毎
回大変でした。自分では企
画力があるほうだとは思っ
ていませんでしたので、広
報委員のメンバーにずいぶ
ん助けられました。レイアウ
トを 工 夫 することが 好き
だったので、それは楽しかったですね。イラストや写真を切り貼
りしてましたね～。余白を大事にして読みやすい紙面作りを心
がけていました。

石川：切り貼りですか？
佐藤：懐かしいですね。今のようにパソコンで自由にレイアウトできな

い時代でしたから、レイアウト用紙に、文章を入れる箇所を指定
して、イラストや写真はコピーで縮尺を何度もかえて、剥がせる
糊を切り抜いたイラストの裏につけて、位置決めをしていまし
たね。私が鈴木さんから引き継いだときに、イラストを貼り付け
るために目打ちを買いなさいと言われました（笑）

石川：今よりかなり大変だったんですね～。

思い入れのある企画は？
鈴木：広報委員のメンバーの一人から、幼稚園の園舎を載せてはどう

かとの案が出たのがはじまりで、「現代学び舎考」という園舎紹
介をするコーナーを作りました。中央の見開き頁をカラーにし
て、そこに２園ずつ掲載させていただきました。

佐藤：その企画は、私が担当してからも掲載して欲しいという関与先
様が順番待ちをしてくださるほどの人気コーナーでした。私は
その園舎紹介のキャッチフレーズや写真のキャプションを考え
るのが好きでしたね。いいキャッチフレーズをつけると、もの凄
く喜んでくださったので、こちらもやりがいがありました。

鈴木：いろんな企業の経営者の方をインタビューする「関与先紹介」
や、特徴のある新商品の紹介の掲載などもしました。

佐藤：鈴木さんの企画で、その頃は珍しかった女性経営者の方を特集
した記事がとても印象的でした。

鈴木：インターネットがまだ普及してない時代でしたから、流行の音楽や
書籍の紹介などのコーナーもありました。映画の紹介もやりました
ね。著作権や肖像権などで今は掲載しにくくなりましたが…。

佐藤：私は「教育を考える」というコーナーで、幼稚園や保育園の先生
方に教育について書いていただくという企画に思い入れがあ
ります。ちょうど私も子育て中でしたので、日本各地の幼稚園、
保育園の先生方の教育論をお伺いできたことは貴重な経験で
した。

鈴木：地方の顧問先様から「うちのデータ入力をしてくれている担当
者はどんな人か知りたい」とのご意見を受け、全国の支店の社
員の顔写真を紹介する特集を組んだときは、非常に喜ばれまし
た。のちに佐藤さんも部門紹介で何度か社員の顔写真を掲載
してくれてましたよね。

佐藤：そうですね。最近では、石川さんが発案された「社長が行く」と
いう企画は、弊社の社長の人となりを顧問先様に知っていただ
ける良い企画だったと思います。

石川：今はコロナでこの企画ができないのが残念ですね。

鈴木：専門的な内容をできるだけ
わかりやすくお伝えしたい
ということから、税理士の社
員にQ&A形式や小咄を書
いてもらったり、漫画の得意
な社員にお願いして、わか
りやすい税金漫画（§25ま
で連載）を連載したりもしま
した。

佐藤：私も、一つのテーマで税理
士、社会保険労務士、司法
書士、行政書士の社員に座談会をしてもらったり、相続につい
て物語形式で執筆してもらったり、ITが得意な社員にはパソコ
ン活用講座やゆびすい会計システムの使い方講座などを連載
してもらいました。

石川：読者の皆様はもちろんのこと、専門執筆員や広報委員のメン
バーのおかげで、何とか100号まで辿り着けたということで
すね。

今後のゆびすいニュースに期待すること
鈴木：時代も変わっているので当初のコンセプトとはずれがでてきて

いるように思います。新しい情報だけならインターネットで取れ
る時代ですので、今の時代にあうコンセプトを確立して、せっか
くの紙媒体ですから、ビジュアル面でもアピールして「残して置
きたくなる誌面」を作って欲しいと思います。

佐藤：読者の皆様があってのゆびすいニュースですので、鈴木さんも
私も何度か読者アンケートを実施しました。読者の皆様の意見
を伺って、今の時代にあったゆびすいニュースを作っていただ
けたらと思います。

鈴木・佐藤：石川さん、期待してますよ。

２代目編集長：鈴木 淳子（中央）
現・ゆびすいグループ顧問
社労事業部の初代事業部長
取締役・常務を歴任
グループにおける女性活躍の草分け的存在

３代目編集長：佐藤富美子（右）
現・社長室　チーフ
コンサル事業部を経て、社長室へ
グループの採用・広報を一手に担う

現編集長：石川泰令（左）
現・コンサルティング事業部
広報委員長を４年前より兼任
ゆびすいニュース・ホームページの編集に携わる

歴代編集長に聞く
100号記念

Y U B I S U I N E W S10



アドバイス

社労士からの

１．はじめに
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2．小規模事業者に係る納税義務の免除
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3．特定期間における課税売上高に係る納税義務の免除の特例
͕ߴΔ՝੫ച্͚͓ʹؒظͷಛఆऀۀࣄͳ͍͕ؒظ४ج �
��� ສԁΛ௒͑Δ৔߹ɺ՝੫ऀۀࣄʹͳΓ
·͢ɻಛఆؒظͱ͸ɺલۀࣄ೥౓ͷ։࢝ͷ೔͔Β � ͔݄ؒͷ͜ͱΛ͍͍·͢ɻྫ ͑͹ɺઃཱ � Ͱظ໨͕౰ظ
͋ΔͳΒ͹ɺઃཱ � ͕ߴͰ՝੫ച্ظ໨ͷ্൒ظ �
��� ສԁΛ௒͑Δ৔߹͸஫ҙ͕ඞཁͰ͢ɻͨ ͩ͠ɺ՝
੫ച্͕ߴ �
��� ສԁΛ௒͔͑ͨΒͱ͍ͬͯɺ͢ ͙ʹ՝੫ऀۀࣄʹͳΔΘ͚Ͱ͸͋Γ·ͤΜɻ
ಛఆؒظͷೲ੫ٛ຿ͷ൑அ͸ɺᶃ্൒ظͷ՝੫ച্͕ߴ �
��� ສԁΛ௒͑Δ৔߹ɺᶄ্൒ظͷڅ༩౳ࢧ
෷ֹ͕ �
��� ສԁΛ௒͑Δ৔߹ɺ͜ͷᶃٴͼᶄͷ྆ํʹ֘౰ͨ͠ͱ͖ʹ՝੫ऀۀࣄʹͳΓ·͢ɻ͠ ͕ͨͬ
ͯɺ՝੫ച্͕ߴ �
��� ສԁΛ௒͑ΔࠐݟΈͰ͋Ε͹ɺ໾һใुΛগͳ͘͢ΔͳͲɺࣄલʹର͢ࡦΔ͜ͱ
͸ՄೳͰ͢ɻ
·ͨɺઃཱ � ೥໨Λ � ͔݄ҎԼʹ͢Δ͜ͱʹΑͬͯɺͦ ΋ͦ΋ಛఆ͕ؒظͳ͍ͱ͍͏൑ఆʹͳΔ͜ͱΛ
ར༻͠ɺઃཱ � ೥໨ͱ߹Θͤͯ � ೥ � ͔݄ؒɺফඅ੫Λ໔আ͢Δํ๏΋͋Γ·͢ɻ

4．おわりに
ҩ͕ҩྍ๏ਓ੒Γͨ͠৔߹ͷফඅ੫ͷೲۀਓ։ݸճ͸ɺࠓ
੫ٛ຿ʹ͍ͭͯɺ͝঺հͤͯ͞௖͖·ͨ͠ɻ্ ه � ͷಛఆظ
ؒͷೲ੫ٛ຿ʹ͑͞ɺؾΛ෇͚͍ͯΕ͹ɺҩྍ๏ਓ͸جຊ �
͸ফඅ੫ͷೲ੫ٛ຿͕໔আ͞Ε·͢ɻ਍ྍ಺༰ʹΑͬؒظ
ͯɺͲͷ਍ྍใु͕՝੫ച্ͱͳΔͷ͔ɺҟͳΓ·͢ͷͰɺৄ
相ஊԼ͍͞ɻ͝ʹܰؾ͸ɺ୲౰ऀ·Ͱ͓ͯ͠·͖ͭʹࡉ

医療法人化に伴う
消費税の注意点

ҩྍհޢ専門部

٢ଜ�ོ޺

ʢҎԼڅ݄ ʙ̍̐ Λআ ʣ͘y݄ฏۉॴఆ࿑ಇ࣌ؒ਺ʢ೥ؒ૯࿑ಇ࣌ؒ਺ �y�ʣ

ʣ̍ྟ ෷ΘΕΔ௞ۚࢧʹ࣌

ʣ̎�ϱ Λ݄௒͑Δؒ͝ظͱʹ ෷ΘΕΔ௞ۚࢧ

ʣ̏࣌ ؒ֎ׂ૿௞ۚɺٳ೔ׂ૿௞ۚɺਂ ໷ׂ૿௞ۚ

ʣ̐ਫ਼օۈख౰ɺ௨ۈख౰ɺՈ଒ख౰

�ʣ͸ॴఆ࿑ಇ࣌ؒΛ௒͑ͨ࿑ಇʹର͢Δ௞ۚͷҙຯ߹͍Ͱɺͭ ·Γɺݻఆۀ࢒୅΋আ͍ͯ͑ߟ·͢ɻݻఆۀ࢒୅΍

ʣ̐ͷॾख౰͕େ͖ͳ΢ΣΠτΛ઎Ί͍ͯΔڅ༩ߏ੒Ͱ͸஫ҙ͕ඞཁͰ͢ɻ

Լճ͍ͬͯΔ৔߹͸ɺٸࢸɺ௞ֹۚΛݟ௚ͯ͘͠ ͍ͩ͞ ɻ

ͳ͓ɺ༗ܖ༺ޏظ໿Λ೥౓ʢ�݄ʙཌ೥�݄ʣ౳Ͱ݁ΜͰ͍Δ࿑ಇऀ͸ɺؒظͷ్தͰܖ໿಺༰͕Ұ部ม͞ߋΕ

Δ͜ ͱʹͳΓ·͢ɻ࣮ ͸ඞਢͰ͸ߋ໿ॻͷมܖ෷͍ͬͯΕ͹ҧ൓ʹ͸ͳΒͣɺࢧ௿௞ۚҎ্Λ࠷ʹࡍ Γ͋·ͤΜ͕ɺ

Θͳ͍ͷτϥϒϧΛ๷͙ͨΊʹ΋ɺ࣍ݴͨͬݴ ͷ͍ͣΕ͔ͷରԠ͕๬·͠ ͍Ͱ͢ɻ

ɾมߋ部෼͚ͩΛൈ͖ग़ͯ͠໌ࣔ͠ɺݩͷܖ໿ॻͱҰॹʹอ؅

ɾ৽ͨʹܖ໿ॻΛ࡞੒͠ɺݩͷܖ໿ॻͱҰॹʹอ؅

月給制の場合の換算方法

Q. 他府県に支店がある場合、どこの最低賃金が適用されるのか？
A. ݪଇɺࢧళʢۀࣄॴʣͷॴࡏ஍͕͋Δ౎ಓ෎ݝͰ͢ɻࢧళʹಠཱੑ͕ͳ͘ ɺଞ෎ݝͷຊࣾͱҰׅͯ͠Ұͭͷۀࣄॴ

ͱ͠ ͯΈͳ͞Ε͍ͯΔ৔߹ʹ͸ɺ͍ ͣΕ͔͕ํ͍ߴద༻͞Ε·͢ɻͳ͓ɺ೿ݣ͸೿ݣઌͷۀࣄॴͷॴࡏ஍͕͋Δ

౎ಓ෎ݝͰ͢ɻ

Q. 特定最低賃金とは？
A. ஍Ҭผͱ͸ผʹɺಛఆͷ͢ࣄैʹۀ࢈Δ࿑ಇऀʹରͯ͠ɺ౎ಓ෎ݝ ͱ͝ʹ ௿ֹ͕ఆΊΒΕ͍ͯ࠷ Δ΋ͷͰ͢ɻ஍Ҭผ

௿௞࠷ ͱۚಛఆ࠷௿௞ۚͷ྆ํ͕ద༻ Ε͞Δ৔߹͸ɺ͍ ͣΕ͔͕ํ͍ߴద༻ Ε͞·͢ ɻ

ྩ࿨�೥��݄͔Βɺ֤ ౎ಓ෎ݝͷ஍Ҭผ࠷௿௞͕ۚվఆ͞Ε·͠ ͨɻ

Ͱ��ԁͷҾ্͖͕ܾ͛ఆۉฏࠃ೥౓͸શࠓ ·͠͠ ͨɻ

͸΋ͪऀڅ࣌ ΖΜɺ݄ ௿௞ۚΛԼճ͍ͬͯͳ͍͔νΣοΫ͠࠷΋ऀڅ ͯΈ·͠ ΐ͏ ɻ

Ｑ＆Ａ

令和3年10月から
各都道府県の地域別最低賃金が

改正されました
ࣾ࿑ۀࣄ部

ࣾձอݥ࿑຿࢜

ງɹඒ౎ࢠ
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アドバイス

社労士からの

１．はじめに
ҩྍͱ͍͏ߦҝ͸ɺফඅ੫๏ʹ͓͍ͯɺࣾ ձ੓্ࡦͷ഑ྀͷ؍఺͔Βඇ՝੫ͱ͞Ε͍ͯ·͢ɻҰํͰɺ༧
๷઀छ΍Πϯϓϥϯτ࣏ྍͷΑ͏ͳࣗ༝਍ྍͱݺ͹ΕΔ΋ͷ͸ɺ՝੫ͱ͞Ε͍ͯ·͢ɻ個人開業医の方ͷ
தʹ͸ɺ՝੫ച্͕ߴ೥ؒ �
��� ສԁΛ௒͑Δํ΋গͳ͘ͳ͘ɺ͜ ͷ৚݅ʹ౰ͯ͸·Δऀۀࣄ͸ɺ消費税
の課税事業者に該当͠ɺೲ੫ٛ຿͕ൃੜ͠·͢ɻ
ҩ͕ҩྍ๏ਓ੒Γͨ͠৔߹ɺফඅ੫ͷऔѻ͍͕ͲͷΑ͏ʹมΘΔ͔ۀਓ։ݸͰ͋ͬͨऀۀࣄճɺ՝੫ࠓ
Λ͝঺հ͠·͢ɻ

2．小規模事業者に係る納税義務の免除
͕ߴΔ՝੫ച্͚͓ʹؒظ४جͷऀۀࣄ �
��� ສԁҎԼͰ͋Δ৔߹ɺফඅ੫ͷೲ੫ٛ຿͸໔আ͞Ε·
͢ɻج४ؒظͱ͸ɺ؆୯ʹ͍͏ͱ౰ۀࣄ೥౓ͷ � ೥લͷ͜ͱΛ͍͍·͢ɻݸਓ։ۀҩ͔Βҩྍ๏ਓ੒Γͨ͠
�ʙ �೥໨͸ɺͦ ΋ͦ΋ʮ�೥લͷۀࣄ೥౓ʯ͕ ͋Γ·ͤΜɻΑͬͯɺઃཱ͔ͯ͠Β �೥ؒ͸ɺೲ੫ٛ຿͕ͳ͍
ͱ͍͏݁ՌʹͳΓ·͢ɻ
�ҩ͸ɺۀਓ։ݸʑɺফඅ੫Λೲ੫͍ͯͨ͠ݩ ೥ؒɺೲ੫ٛ຿͕໔আ͞ΕΔͨΊɺ͜ Ε͸ɺҩྍ๏ਓ੒Γͷ
ϝϦοτͷͻͱͭͱ͍͑·͢ɻ
ͨͩ͠ɺҎԼͷέʔεʹ֘౰ͨ͠৔߹͸ɺ՝੫ऀۀࣄʹͳͬͯ͠·͏ͷͰɺ஫ҙ͕ඞཁͰ͢ɻ

3．特定期間における課税売上高に係る納税義務の免除の特例
͕ߴΔ՝੫ച্͚͓ʹؒظͷಛఆऀۀࣄͳ͍͕ؒظ४ج �
��� ສԁΛ௒͑Δ৔߹ɺ՝੫ऀۀࣄʹͳΓ
·͢ɻಛఆؒظͱ͸ɺલۀࣄ೥౓ͷ։࢝ͷ೔͔Β � ͔݄ؒͷ͜ͱΛ͍͍·͢ɻྫ ͑͹ɺઃཱ � Ͱظ໨͕౰ظ
͋ΔͳΒ͹ɺઃཱ � ͕ߴͰ՝੫ച্ظ໨ͷ্൒ظ �
��� ສԁΛ௒͑Δ৔߹͸஫ҙ͕ඞཁͰ͢ɻͨ ͩ͠ɺ՝
੫ച্͕ߴ �
��� ສԁΛ௒͔͑ͨΒͱ͍ͬͯɺ͢ ͙ʹ՝੫ऀۀࣄʹͳΔΘ͚Ͱ͸͋Γ·ͤΜɻ
ಛఆؒظͷೲ੫ٛ຿ͷ൑அ͸ɺᶃ্൒ظͷ՝੫ച্͕ߴ �
��� ສԁΛ௒͑Δ৔߹ɺᶄ্൒ظͷڅ༩౳ࢧ
෷ֹ͕ �
��� ສԁΛ௒͑Δ৔߹ɺ͜ͷᶃٴͼᶄͷ྆ํʹ֘౰ͨ͠ͱ͖ʹ՝੫ऀۀࣄʹͳΓ·͢ɻ͠ ͕ͨͬ
ͯɺ՝੫ച্͕ߴ �
��� ສԁΛ௒͑ΔࠐݟΈͰ͋Ε͹ɺ໾һใुΛগͳ͘͢ΔͳͲɺࣄલʹର͢ࡦΔ͜ͱ
͸ՄೳͰ͢ɻ
·ͨɺઃཱ � ೥໨Λ � ͔݄ҎԼʹ͢Δ͜ͱʹΑͬͯɺͦ ΋ͦ΋ಛఆ͕ؒظͳ͍ͱ͍͏൑ఆʹͳΔ͜ͱΛ
ར༻͠ɺઃཱ � ೥໨ͱ߹Θͤͯ � ೥ � ͔݄ؒɺফඅ੫Λ໔আ͢Δํ๏΋͋Γ·͢ɻ

4．おわりに
ҩ͕ҩྍ๏ਓ੒Γͨ͠৔߹ͷফඅ੫ͷೲۀਓ։ݸճ͸ɺࠓ
੫ٛ຿ʹ͍ͭͯɺ͝঺հͤͯ͞௖͖·ͨ͠ɻ্ ه � ͷಛఆظ
ؒͷೲ੫ٛ຿ʹ͑͞ɺؾΛ෇͚͍ͯΕ͹ɺҩྍ๏ਓ͸جຊ �
͸ফඅ੫ͷೲ੫ٛ຿͕໔আ͞Ε·͢ɻ਍ྍ಺༰ʹΑͬؒظ
ͯɺͲͷ਍ྍใु͕՝੫ച্ͱͳΔͷ͔ɺҟͳΓ·͢ͷͰɺৄ
相ஊԼ͍͞ɻ͝ʹܰؾ͸ɺ୲౰ऀ·Ͱ͓ͯ͠·͖ͭʹࡉ

医療法人化に伴う
消費税の注意点

ҩྍհޢ専門部
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ʢҎԼڅ݄ ʙ̍̐ Λআ ʣ͘y݄ฏۉॴఆ࿑ಇ࣌ؒ਺ʢ೥ؒ૯࿑ಇ࣌ؒ਺ �y�ʣ

ʣ̍ྟ ෷ΘΕΔ௞ۚࢧʹ࣌

ʣ̎�ϱ Λ݄௒͑Δؒ͝ظͱʹ ෷ΘΕΔ௞ۚࢧ

ʣ̏࣌ ؒ֎ׂ૿௞ۚɺٳ೔ׂ૿௞ۚɺਂ ໷ׂ૿௞ۚ

ʣ̐ਫ਼օۈख౰ɺ௨ۈख౰ɺՈ଒ख౰

�ʣ͸ॴఆ࿑ಇ࣌ؒΛ௒͑ͨ࿑ಇʹର͢Δ௞ۚͷҙຯ߹͍Ͱɺͭ ·Γɺݻఆۀ࢒୅΋আ͍ͯ͑ߟ·͢ɻݻఆۀ࢒୅΍

ʣ̐ͷॾख౰͕େ͖ͳ΢ΣΠτΛ઎Ί͍ͯΔڅ༩ߏ੒Ͱ͸஫ҙ͕ඞཁͰ͢ɻ

Լճ͍ͬͯΔ৔߹͸ɺٸࢸɺ௞ֹۚΛݟ௚ͯ͘͠ ͍ͩ͞ ɻ

ͳ͓ɺ༗ܖ༺ޏظ໿Λ೥౓ʢ�݄ʙཌ೥�݄ʣ౳Ͱ݁ΜͰ͍Δ࿑ಇऀ͸ɺؒظͷ్தͰܖ໿಺༰͕Ұ部ม͞ߋΕ

Δ͜ ͱʹͳΓ·͢ɻ࣮ ͸ඞਢͰ͸ߋ໿ॻͷมܖ෷͍ͬͯΕ͹ҧ൓ʹ͸ͳΒͣɺࢧ௿௞ۚҎ্Λ࠷ʹࡍ Γ͋·ͤΜ͕ɺ

Θͳ͍ͷτϥϒϧΛ๷͙ͨΊʹ΋ɺ࣍ݴͨͬݴ ͷ͍ͣΕ͔ͷରԠ͕๬·͠ ͍Ͱ͢ɻ

ɾมߋ部෼͚ͩΛൈ͖ग़ͯ͠໌ࣔ͠ɺݩͷܖ໿ॻͱҰॹʹอ؅

ɾ৽ͨʹܖ໿ॻΛ࡞੒͠ɺݩͷܖ໿ॻͱҰॹʹอ؅

月給制の場合の換算方法

Q. 他府県に支店がある場合、どこの最低賃金が適用されるのか？
A. ݪଇɺࢧళʢۀࣄॴʣͷॴࡏ஍͕͋Δ౎ಓ෎ݝͰ͢ɻࢧళʹಠཱੑ͕ͳ͘ ɺଞ෎ݝͷຊࣾͱҰׅͯ͠Ұͭͷۀࣄॴ

ͱ͠ ͯΈͳ͞Ε͍ͯΔ৔߹ʹ͸ɺ͍ ͣΕ͔͕ํ͍ߴద༻͞Ε·͢ɻͳ͓ɺ೿ݣ͸೿ݣઌͷۀࣄॴͷॴࡏ஍͕͋Δ

౎ಓ෎ݝͰ͢ɻ

Q. 特定最低賃金とは？
A. ஍Ҭผͱ͸ผʹɺಛఆͷ͢ࣄैʹۀ࢈Δ࿑ಇऀʹରͯ͠ɺ౎ಓ෎ݝ ͱ͝ʹ ௿ֹ͕ఆΊΒΕ͍ͯ࠷ Δ΋ͷͰ͢ɻ஍Ҭผ

༺௿௞ۚͷ྆ํ͕ద࠷௿௞ۚͱಛఆ࠷ Ε͞Δ৔߹͸ɺ͍ ͣΕ͔͕ํ͍ߴద༻ Ε͞·͢ ɻ

ྩ࿨�೥��݄͔Βɺ֤ ౎ಓ෎ݝͷ஍Ҭผ࠷௿௞͕ۚվఆ͞Ε·͠ ͨɻ

Ͱ��ԁͷҾ্͖͕ܾ͛ఆۉฏࠃ೥౓͸શࠓ ·͠͠ ͨɻ

͸΋ͪऀڅ࣌ ΖΜɺ݄ ௿௞ۚΛԼճ͍ͬͯͳ͍͔νΣοΫ͠࠷΋ऀڅ ͯΈ·͠ ΐ͏ ɻ
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令和3年10月から
各都道府県の地域別最低賃金が

改正されました
ࣾ࿑ۀࣄ部
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コロナウィルス感染拡大の影響を受け、近年、様々な手続きで、急速にオンライン化が進んでいます。その中で最近ニュースで

も聞く電子契約、電子署名とはどんなものなのか？について、本日は書いてみたいと思います。

電子契約、電子署名をものすごく簡単にいうと、

・電子契約とは、オンライン上で交わす契約書を指します。

・電子署名とは、オンライン上で使用する「印鑑」です。

電子契約、電子署名を理解するには、「契約」と「押印の意味」を理解する必要があります。

電子契約、電子署名って何？？
登記事業部　司法書士

神田 雄樹

■「契約」とは？
「契約」とは、当事者間で約束して、権利と義務を生じさせるものを言います。

・「契約」の効力の発生時期はいつでしょうか？

当事者が双方合意をしたときに契約が成立します。

・なぜ「契約」を書面で残す必要があるのでしょうか？

言った言わないの問題になった際に、「契約書」をもってお互いに事実確認をするためです。契約は口頭で成立しますが、万が

一、裁判になった際には、証拠がものを言います。そのため、重要な契約は必ず書面で行う必要があります。

・なぜ契約書に印鑑を押す必要があるのか？

民事訴訟法に根拠があり、契約書に押印をされると、その文書は、

（１）本人の意思により作成されたはず

（２）本人の意思で作成された文書は正しく作成されたはず

という２つの推定が法律上働きます。（これを二段の推定と呼びます）

少しややこしいですが、要するに、「本人の印鑑が押してあるから、本人が納得の上、作成されてるはず！」という前提になる

ということです。

よって、契約書に印鑑を押さずとも効力は生じますが、後々争いになった際に、印鑑を押していないと、いちいち契約書の存在

自体から戦わなくてはいけません。その面倒を防ぐために必ず印鑑を押す習慣になっています。

上記の内容は、あくまで書面で契約書が作成され、押印された場合のケースです。これをオンライン上で契約をする場合に

印鑑のかわりに行うのが「電子署名」です。

「電子署名」も書面に押印するのと同様に「二段の推定」が働くと電子署名法に規定されました。

印鑑の場合、特に実印、銀行印の場合は、物理的に個人で管理を行いますが、「電子署名」については、「特定認証業務」と

いう業務を行っている業者に依頼をし、本人確認の上、電子証明書を発行してもらって、初めて「電子署名」が使用できるように

なります。

「電子署名」と一言にいっても、実印相当レベルのもの、認印レベルのもの様々な保証レベルのものがあり、契約書のレベル

により使い分けることになろうかと思います。

また電子署名法で規定されている電子署名は、

①署名者本人が作成したこと
②改ざんが行われていないこと

の2点が確認することができるものと定義づけされています。

例えば、社内決裁で、社内システムにログインして、決裁文書

を上司に送信した以降は変更できなくなるというのも広い意味

では、「電子署名」とも捉えられます。

今後、オンライン化が加速をしていくことが予想されます。コ

ロナの感染拡大によるリモートワーク増加の影響もあり、普及

率も爆発的にあがってきています。

是非一度、社内手続からオンライン化を目指されてはいかが

でしょうか。

教えて司法書士さん！
Q.法律上では、「双方の合意があれば契約は成立する」。という内容を聞いた事があります。それを元に考えると、例えば・・・

A社「御見積書及を添付ファイルにてお送りします」
B社「確認しました、こちらの通りで進めて下さい」
というメールのやり取りが記録に残っていると、十分な契約としての証拠になるのでは？と思うのですが、こういった場合でも
契約書や電子署名は必要になるのでしょうか？

A. まず、契約は、御見込みのとおり、当事者の意思の合致（申し込みと承諾）で成立します。別段の定めを除いて、契約の成立は、
書面でなくとも良いとされています。しかし、実際には、上記でも述べた訴訟リスクを考えると、取引をする際には、必ず契約
書を準備する必要があります。

では、その点を踏まえて、上記の例を見てみましょう。ポイントは２点あります。
「見積書を確認した」と「こちらの通り進めて下さい」の２点です。
社会通念上、見積書とは、仕事の価格を知るためのものであって、具体的に何を行うかは明確に定まっていません。よって、「見
積書を確認した」という事実だけでは、契約の成立とは言い難いでしょう。
ただし、後文の「こちらの通りで進めて下さい」というやり取りは、契約の内容を示されて、それに対して承諾をしたともとら
えられます。もっとも、これ以前に、契約の内容（仕事の内容）について正確にやり取りをしていたかは重要です。
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コロナウィルス感染拡大の影響を受け、近年、様々な手続きで、急速にオンライン化が進んでいます。その中で最近ニュースで

も聞く電子契約、電子署名とはどんなものなのか？について、本日は書いてみたいと思います。

電子契約、電子署名をものすごく簡単にいうと、

・電子契約とは、オンライン上で交わす契約書を指します。

・電子署名とは、オンライン上で使用する「印鑑」です。

電子契約、電子署名を理解するには、「契約」と「押印の意味」を理解する必要があります。

電子契約、電子署名って何？？
登記事業部　司法書士

神田 雄樹

■「契約」とは？
「契約」とは、当事者間で約束して、権利と義務を生じさせるものを言います。

・「契約」の効力の発生時期はいつでしょうか？

当事者が双方合意をしたときに契約が成立します。

・なぜ「契約」を書面で残す必要があるのでしょうか？

言った言わないの問題になった際に、「契約書」をもってお互いに事実確認をするためです。契約は口頭で成立しますが、万が

一、裁判になった際には、証拠がものを言います。そのため、重要な契約は必ず書面で行う必要があります。

・なぜ契約書に印鑑を押す必要があるのか？

民事訴訟法に根拠があり、契約書に押印をされると、その文書は、

（１）本人の意思により作成されたはず

（２）本人の意思で作成された文書は正しく作成されたはず

という２つの推定が法律上働きます。（これを二段の推定と呼びます）

少しややこしいですが、要するに、「本人の印鑑が押してあるから、本人が納得の上、作成されてるはず！」という前提になる

ということです。

よって、契約書に印鑑を押さずとも効力は生じますが、後々争いになった際に、印鑑を押していないと、いちいち契約書の存在

自体から戦わなくてはいけません。その面倒を防ぐために必ず印鑑を押す習慣になっています。

上記の内容は、あくまで書面で契約書が作成され、押印された場合のケースです。これをオンライン上で契約をする場合に

印鑑のかわりに行うのが「電子署名」です。

「電子署名」も書面に押印するのと同様に「二段の推定」が働くと電子署名法に規定されました。

印鑑の場合、特に実印、銀行印の場合は、物理的に個人で管理を行いますが、「電子署名」については、「特定認証業務」と

いう業務を行っている業者に依頼をし、本人確認の上、電子証明書を発行してもらって、初めて「電子署名」が使用できるように

なります。

「電子署名」と一言にいっても、実印相当レベルのもの、認印レベルのもの様々な保証レベルのものがあり、契約書のレベル

により使い分けることになろうかと思います。

また電子署名法で規定されている電子署名は、

①署名者本人が作成したこと
②改ざんが行われていないこと

の2点が確認することができるものと定義づけされています。

例えば、社内決裁で、社内システムにログインして、決裁文書

を上司に送信した以降は変更できなくなるというのも広い意味

では、「電子署名」とも捉えられます。

今後、オンライン化が加速をしていくことが予想されます。コ

ロナの感染拡大によるリモートワーク増加の影響もあり、普及

率も爆発的にあがってきています。

是非一度、社内手続からオンライン化を目指されてはいかが

でしょうか。

教えて司法書士さん！
Q.法律上では、「双方の合意があれば契約は成立する」。という内容を聞いた事があります。それを元に考えると、例えば・・・

A社「御見積書及を添付ファイルにてお送りします」
B社「確認しました、こちらの通りで進めて下さい」
というメールのやり取りが記録に残っていると、十分な契約としての証拠になるのでは？と思うのですが、こういった場合でも
契約書や電子署名は必要になるのでしょうか？

A. まず、契約は、御見込みのとおり、当事者の意思の合致（申し込みと承諾）で成立します。別段の定めを除いて、契約の成立は、
書面でなくとも良いとされています。しかし、実際には、上記でも述べた訴訟リスクを考えると、取引をする際には、必ず契約
書を準備する必要があります。

では、その点を踏まえて、上記の例を見てみましょう。ポイントは２点あります。
「見積書を確認した」と「こちらの通り進めて下さい」の２点です。
社会通念上、見積書とは、仕事の価格を知るためのものであって、具体的に何を行うかは明確に定まっていません。よって、「見
積書を確認した」という事実だけでは、契約の成立とは言い難いでしょう。
ただし、後文の「こちらの通りで進めて下さい」というやり取りは、契約の内容を示されて、それに対して承諾をしたともとら
えられます。もっとも、これ以前に、契約の内容（仕事の内容）について正確にやり取りをしていたかは重要です。
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